


紹介

●内部通報制度の整備はお済みですか？
　組織内の違法行為が発覚する最大の端緒は内部通報であると言われています。昨今の企業・自治

体の不祥事からも明らかなように、企業・自治体としても、内部通報を有効に活用し、早期に対処

できなければ、極めて大きなダメージを負うリスクがあるのです。

●体制整備が義務付けられています
　企業や自治体には、内部通報に対応する体制を整備する義務が課され、法律事務所等の事業者外

部の通報受付窓口を設置することが求められています。しかも、外部窓口に顧問弁護士等の利害関

係のある者を置くことは避け、公平・中立な立場の者に業務を委託することが求められます。

●弁護士会がお手伝いします！
　大阪弁護士会では、公益通報者保護法・内部通報制度について出張セミナーやレクチャーをしたり、

外部窓口を担当したりすることができる、関連法令に詳しい弁護士を紹介するなどして、企業・自

治体がよりよい内部通報制度を導入するお手伝いをさせていただいています。


